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１．はじめに 

1-1.本事業の背景・目的 

国際社会において、環境や人権等の「共通価値」への関心が急速に高まり、特に、人権については、

欧米等が人権保護と対外経済政策を連動させる動きを加速化させている。このような中、我が国企業に

おいてもサプライチェーンにおける人権侵害排除の取組を進め対外的な説明を果たせなければサプライ

チェーンから排除される等のリスクがあり、我が国の産業競争力強化の観点からも、人権等の共通価値

に関する国際基準を意識しながら、政府として必要な取組を進めていく必要がある。 

日本政府は２０２２年９月に「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライ

ン」（以下、ガイドライン）を策定し、以降積極的に周知・啓発活動を実施してきた。さらに、ガイド

ラインに沿った取組を進めやすくするため、２０２３年４月には「責任あるサプライチェーン等におけ

る人権尊重のための実務参照資料」（以下、実務参照資料）を経済産業省において作成・公表した。 

上記施策により人権尊重の取組に対する日本企業の意識向上を図ってきたが、他方、一部の日本企業

において人権尊重の取組が進められている一方で、いまだ我が国の企業全体としては、特に中小企業を

中心として人権尊重の取組への理解が不足しており、人権尊重の取組を促進する余地がある。また、企

業実務者からは、各取引先企業から対応を求められる人権デュー・ディリジェンスにそれぞれ対応しな

ければならないなどの人権尊重の取組による負担の声が聞かれ、人権尊重の取組を実際に開始したこと

でぶつかる新たな課題や疑問点に関する問い合わせが発生している。 

そのため、本事業では、いまだ取組が進んでいない中小企業をはじめとする日本企業が直面する人権

尊重の取組への対応についての課題や問題点等に焦点を当て、中小企業がまず対応を求められる人権デ

ュー・ディリジェンスの実務等の調査を実施するとともに、その調査結果を用いてガイドライン及び実

務参照資料に基づいた企業の人権尊重の取組に関するセミナーを実施し、政府のみならず企業間の知見

の共有・向上を図るとともに、企業における人権尊重の取組を支援した。 

 

1-2.本事業の実施事項 

本事業では、中小企業等が対応を求められる人権尊重の取組に関する調査・分析、セミナーの企画・

開催を実施した。詳細は後述。 
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全業種 
 

〇 ― 

全業種  〇 ― 

 

③ 調査の結果 

各 SAQ・調査票の設問を、人権尊重の取組のうち、「人権方針の策定状況」「リスクの特定・評価、

防止・軽減に係る取組み状況」「取組の実効性の評価に係る取組状況」「説明・情報開示の状況」「救

済に係る取組状況」「全てのプロセスを通じて求められる取組の状況(教育・研修の実施、社内環境・

制度の整備、サプライヤーへの働きかけ、ステークホルダーとの対話等)」に分類した。「リスクの特

定・評価、防止・軽減に係る取組み状況」は、さらに、法務省「今企業に求められる『ビジネスと人

権』への対応(「ビジネスと人権に関する調査研究」報告書)」で示された主要な人権リスク類型を参照

して分類した。 

詳細は別添 Excel を参照。 
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2-3. 中小企業に対する簡易的な導入体験支援 

① 導入体験支援の目的 

取引先による人権デュー・ディリジェンスへの対応を必要としている中小企業やこれから本格的に対

応していく必要がある中小企業等を対象として、質問票・SAQ の共通事項等を活用しつつ、実際に人

権デュー・ディリジェンスへの対応を検討・体験してもらい、また人権デュー・ディリジェンスへの対

応についての助言・コメントを行いながら、中小企業等における実務担当者の負担や課題等についてヒ

アリングを行うものである。 

導入体験支援は以下の通り実施した。 

 

 

② 対象企業の選定 

仕様に基づき、対象企業は、上記の中小企業等が対応を求められる人権尊重の取組に関する調査・分

析において調査対象とした国内大企業の業種と共通する業種の中小企業から選定した。電気・電子、繊

維・アパレル、自動車等から大企業を１社ずつ選定し、各社に取引先の中小企業を紹介いただいた。 
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• 人権に関する取組は、取り組んでいる

ことの証明が難しいものであると考え

ており、取り組みづらく、劣後するこ

ともある。 
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• 規定類はエビデンスとして提示しやすいが、それ以外の実態については、あらため

て準備する必要が生じる。一方、一部の規定類は、開示に関する企業のポリシーも

あり、協力できない企業も出てくると思う。 

• 「わからない」は不要と感じた。「わからない」ことはなくとも、「該当する選択

肢がない」設問があった。「該当する選択肢はない」として、自由記述としてはど

うか。 
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３．セミナーの企画・開催 

① 目的 

日本企業全体の人権尊重の取組への理解を深めるとともにその取組を促進することを目的として、企

業及び業界団体の人権関連に携わる担当者や実務者等を対象とした、企業活動における人権尊重の取組

に関する周知啓発セミナーを東京、名古屋、大阪でそれぞれ１回開催した。 

対象企業の規模は限定しないが、主に中小企業等の人権デュー・ディリジェンスへの対応による負担

を軽減することにつながるような内容となるよう、工夫を施した。 

 

② 開催概要 

東京、名古屋、大阪で各 1 回開催した。各回ともに、オンライン・対面のハイブリッド形式とし

た。 

【開催概要（東京）】 

セミナータイトル サプライチェーン等における人権尊重の取組推進セミナー 

開催日時 2025 年 2 月 17 日（月）13:30～16:30 

開催形式 オンライン・対面ハイブリッド形式 

対面会場 TKP ガーデンシティ プレミアム丸の内 

プログラム 

➢ 開会挨拶（経済産業省通商政策局ビジネス・人権政策調整室） 

➢ 有識者プレゼン 

人権尊重の取組のトレンドや全体像の解説 

（森・濱田松本法律事務所パートナー 梅津英明氏） 

➢ 企業による人権尊重の取組紹介 

サプライチェーン上の人権尊重取り組みのご紹介 

（日本電気株式会社 環境経営統括部 ディレクター 秋山平氏） 

➢ 企業が取引先の取組状況を確認するために用いる質問票についての解説 

（事務局） 

➢ モデル質問票を用いたワークショップ・参加者意見交換（事務局） 

➢ 現地小グループでの意見交換（現地参加者のみ） 

➢ 会場全体での意見交換 

➢ 質疑応答 

（梅津英明氏、秋山平氏、事務局） 

➢ 閉会/事務連絡 

対象者 企業及び業界団体の人権関連に携わる担当者や実務者 
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【開催概要（名古屋）】 

セミナータイトル サプライチェーン等における人権尊重の取組推進セミナー 

開催日時 2025 年 2 月 19 日（水）13:30～16:30 

開催形式 オンライン・対面ハイブリッド形式 

対面会場 TKP 名古屋名鉄カンファレンスセンター 

プログラム 

➢ 開会挨拶（経済産業省通商政策局ビジネス・人権政策調整室） 

➢ 有識者プレゼン 

人権尊重の取組のトレンドや全体像の解説 

（森・濱田松本法律事務所パートナー 梅津英明氏） 

➢ 企業による人権尊重の取組紹介 

サプライチェーン等における人権尊重の推進取組セミナー 

～トヨタが直面している人権尊重の現状～ 

（トヨタ自動車株式会社 調達本部 サプライチェーン戦略部 戦略室１G

平島潤氏） 

➢ 企業が取引先の取組状況を確認するために用いる質問票についての解説 

（事務局） 

➢ モデル質問票を用いたワークショップ・参加者意見交換（事務局） 

➢ 現地小グループでの意見交換（現地参加者のみ） 

➢ 会場全体での意見交換 

➢ 質疑応答 

（梅津英明氏、平島潤氏、事務局） 

➢ 閉会/事務連絡 

対象者 企業及び業界団体の人権関連に携わる担当者や実務者 
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【開催概要（大阪）】 

セミナータイトル サプライチェーン等における人権尊重の取組推進セミナー 

開催日時 2025 年 2 月 21 日（金）13:30～16:30 

開催形式 オンライン・対面ハイブリッド形式 

対面会場 TKP ガーデンシティ東梅田 

プログラム 

➢ 開会挨拶（経済産業省通商政策局ビジネス・人権政策調整室） 

➢ 有識者プレゼン 

人権尊重の取組のトレンドや全体像の解説 

（森・濱田松本法律事務所パートナー 梅津英明氏） 

➢ 企業による人権尊重の取組紹介 

帝人フロンティアの CSR 調達 

（帝人フロンティア株式会社 環境安全・品質保証部長 塚本亮二氏） 

➢ 企業が取引先の取組状況を確認するために用いる質問票についての解説 

（事務局） 

➢ モデル質問票を用いたワークショップ・参加者意見交換（事務局） 

➢ 現地小グループでの意見交換（現地参加者のみ） 

➢ 会場全体での意見交換 

➢ 質疑応答 

（梅津英明氏、塚本亮二氏、事務局） 

➢ 閉会/事務連絡 

対象者 企業及び業界団体の人権関連に携わる担当者や実務者 

 

③ セミナー資料 

当日の資料は別添を参照。 
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 SAQ の回答がない企業に対しては定期的にリマインドして回答を促してい

る。また、必要に応じて立入検査を行うこともある。  

 人権上の課題としては、社内では外国人労働者の問題、とりわけ技能実習生

に対する人権侵害が課題と認識されている。 

 社内内部でも部署によって人権に対する意識に差があり、人権尊重を社内全

体に浸透させることが難しいと感じている。  

 中小企業に対して SAQ を送付する取組は既に実施しているが、中小企業側

の負担が大きいこともあり、どこまでの内容を求めるかについては悩ましい

と感じている。  

 繊維業で特定技能外国人を受け入れるに当たっては国際的な人権基準に適合

していることが求められているため、今回のセミナーで勉強したいと考えて

いる。 

 人権方針を作成中という段階であるが、社長からは同方針の中で企業のカラ

ーを打ち出すようにとの指示を受けている。他社の方針をコピー＆ペースト

しても意味がなく、対投資家という観点ではむしろ逆効果になりかねない。  

 SAQ 作成の依頼を受ける側からは、依頼元の職員が直接各企業に出向いて作

成すべきではないかといった声もある。  

 一般的に多くの企業は目先の利益を優先する傾向にあり、目先の利益につな

がらない人権尊重の取組はどうしても後回しにならざるを得ない。  

 海外の取引先からは、技能実習生が住んでいる寮を直接確認したいと言われ

ることもあり、人権に対する意識の差を感じている。 

全体での意見交換 

 SAQ に取り組むが、浸透しているか、実効性に課題がある。 

 サプライヤーへアプローチしても、アンケートの回収率が悪い、等。 

 欧州と比べて、日本の取組は遅れていると感じている。これから、どのよう

にキャッチアップしていくのかが、課題である。 

 体制に関する話。なんとなくは決まっていても、組織の所管、分担がはっき

りしていない。 

 自社では取り組めていても、サプライチェーン上への取組が課題・重要であ

ると確認した。 

 海外のグループ企業との取組の進め方の目線合わせが課題・重要であると確

認した。 

 業界によっても差があるが、サプライヤーの反応、理解に課題がある。ガイ

ドライン等を作成、ガイダンス等で訴求していく必要がある。 

 SAQ 等は、分量が多いと負担になるが、少ないとわからない。そのバランス

が難しい。 

 リマインドを担当者で行っているのが負担である。 

 サプライヤーに人権尊重の取組について依頼すると、コストが上がる、とい

う反応が生じることもある。 

 外国人労働者に対して、連絡等の現地語への翻訳には課題がある。 
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 人権に係る部署が複数ある企業もあり、部署間での平準化に課題がある。 

 取引先に求める取組の強度の検討や、背景の説明等に課題がある。 

 SAQ への回答について、連結ベースでの回答は負担が大きくなることが懸念

である。 

 人権の窓口について、ハラスメントの窓口はあるが、それ以外があまり進ん

でいない。（外国人を対象としたもの等） 

 SAQ の回答を踏まえ、取引先の取組状況をどのように評価するのかに課題が

ある。 

 本社の方針があっても、地域性を踏まえて事業所でどのように進めていくか

に課題がある。 

 社員への浸透（人権尊重の取組について、社員一人一人の腹落ち）に課題が

ある。 

 調査票は、取引先に送付するのみでなく、必要性を理解いただくための説明

等、対話をすることが重要であると認識した。 

 小規模の事業所では、従業員の様子が日時でわかるものである。そのような

状況にあり、グリーバンスメカニズムがない、としたとき、取組の優先度は

下がるかもしれない。取引先と対話をしながら、状況を把握することが重要

である。 

 中小企業は「わからない」「できていない」と回答しづらいものである。大

企業から補助できる、協力できる、というメッセージを発信することが重要

ではないか。 

 大企業から、取引先に調査票を送付したいが、強制感がでてしまう懸念があ

る。 

 企業では、取組ができていると感じている点も、社員が同様に感じているの

か、ギャップがある可能性があり、課題である。（相談窓口はあっても、社

員は使いづらいと感じている、等） 

 企業の取組においては、小さな課題を解決して、成功体験を積んでいくこと

が重要である。 

 サプライヤーに調査票への回答を依頼している。顧客が民間サービスを導入

し、取引先として活用できることもあるが、そうでない場合の対応に課題が

ある。 

 調査票に対応し、課題が分かるが、全ての課題に対応するには時間がかかる

ため、何から手を付けるか、課題である。 

 目先の利益につながらないため、取組の必要性の理解を得ることが難しい。 

 業界、職種によって、人権尊重の取組の考えが浸透していない。 

 優先順位をつけて、スモールステップスで成功体験を積んでいくことが重要

である。 

 取引先への一方的に押し付けるのではなく、双方向的に対話をしながら進め

ていくことが重要である。 
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# 設問 選択肢 回答数 回答率

1 本日のセミナーはどの形式で参加されましたかN= 429 100.0%

対面 58 13.5%

オンライン 371 86.5%

2 あなたの属性をお選びください。 N= 417 100.0%

経営者 25 6.0%

人事労務担当者 74 17.7%

調達担当者 58 13.9%

人事労務・調達担当者以外の社員 127 30.5%

労働組合 2 0.5%

社会保険労務士 55 13.2%

人事・経営コンサルタント 7 1.7%

研究員等の専門家 3 0.7%

その他 66 15.8%

3 N= 427 100.0%

99人以下 119 27.9%

100～299人 87 20.4%

300～999人 65 15.2%

1000～4999人 82 19.2%

5000人以上 74 17.3%

4 N= 418 100.0%

①鉱業 0 0.0%

②建設業 5 1.2%

③製造業 251 60.0%

④卸売業 23 5.5%

⑤小売業 7 1.7%

⑥飲食店業 1 0.2%

⑦金融・保険業 12 2.9%

⑧不動産業 1 0.2%

⑨運輸業 8 1.9%

⑩情報通信業 11 2.6%

⑪電気・ガス・水道・熱供給業 2 0.5%

⑫サービス業 56 13.4%

⑬医療・福祉 0 0.0%

⑭教育・学習支援 0 0.0%

⑮公務 3 0.7%

その他 38 9.1%

あなたのご所属について、規模をお選びくださ

い。

あなたのご所属について、主たる業種をお選

びください。
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5 本セミナーについて知ったきっかけをお選びくださN= 416 100.0%

JETROからのメール 15 3.6%

経済産業局からのメール 91 21.9%

全国社会保険労務士連合会からのメール 51 12.3%

商工会議所からのメール 8 1.9%

中小企業基盤整備機構からのメール 5 1.2%

JILPT「メールマガジン労働情報」 18 4.3%

事務局からのメール 46 11.1%

その他 189 45.4%

6 セミナーの満足度について当てはまるものをお選びください。

人権尊重の取組のトレンドや全体像の解説 N= 430 100.0%

大変参考になった 182 42.3%

参考になった 208 48.4%

普通 34 7.9%

あまり参考にならなかった 3 0.7%

参考にならなかった 3 0.7%

企業による人権尊重の取組紹介 N= 431 100.0%

大変参考になった 169 39.2%

参考になった 214 49.7%

普通 40 9.3%

あまり参考にならなかった 6 1.4%

参考にならなかった 2 0.5%

N= 409 100.0%

大変参考になった 101 24.7%

参考になった 215 52.6%

普通 77 18.8%

あまり参考にならなかった 11 2.7%

参考にならなかった 5 1.2%

モデル質問票を用いたワークショップ N= 360 100.0%

大変参考になった 64 17.8%

参考になった 137 38.1%

普通 126 35.0%

あまり参考にならなかった 15 4.2%

参考にならなかった 18 5.0%

7 N= 56 100.0%

自社の状況（企業規模や取組状況等）と異なった 10 17.9%

内容が簡単だった 4 7.1%

内容が難しかった 12 21.4%

その他 31 55.4%

8 N= 421 100.0%

取り組んでいる 257 61.0%

１年以内に取り組みたいと考えている 50 11.9%

数年以内に取り組みたいと考えている 50 11.9%

取り組む予定はない 4 1.0%

分からない 60 14.3%

9 N= 416 100.0%

「人権尊重」の取組についての情報を入手したり、理解すること 251 60.3%

社内で対応できる人材を育成・確保すること 254 61.1%

具体的な対応策についての情報を入手すること 247 59.4%

対応の必要性について、経営層の理解を得ること 141 33.9%

対応の必要性について、社員の理解を得ること 214 51.4%

社労士などの外部の専門家の支援を得ること 60 14.4%

課題は感じていない 11 2.6%

その他 78 18.8%

10 N= 413 100.0%

中小企業向け好事例集の作成 227 55.0%

企業同士の情報共有の場の提供 132 32.0%

人権課題・法制度等に関する情報提供 232 56.2%

企業の「ビジネスと人権」に関する理解促進 209 50.6%

企業が自主的に人権リスクに対応することを推進・支援するための相談窓口の設置 91 22.0%

企業の人権対応を促進するための予算・税制等のインセンティブ措置 99 24.0%

企業のキャパシティ・ビルディング支援 43 10.4%

その他 7 1.7%

特になし 18 4.4%

11 その他、セミナーについてのご感想、ご意見をお聞かせください。

企業が取引先の取組状況を確認するため

に用いる質問票についての解説

ご所属企業等の「人権尊重」の取組状況

を1つお選びください。

ご所属企業等の「人権尊重」の取組におけ

る課題を全てお選びください。

「人権尊重の取組」を進めるにあたって、必

要な情報やサービスがあれば教えてくださ

【「あまり参考にならなかった」「全く参考にな

らなかった」と回答した方のみご回答くださ

い】

どのような点で期待されていた内容と異なり
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 重要な人権課題の多い領域を特定し、優先順位をつけ、人権 DD の中長

期ロードマップの策定 

 是正解決に向けた参考となる事例が少ない 

「人権尊重の取

組」を進めるにあ

たって、必要な情

報やサービスがあ

れば教えてくださ

い。 

 経営者を納得させるための根拠・規範等 

 発注元の「仕入先と協業、支援していく」姿勢の徹底 

 海外や国、地域毎の注意事項・助言等 

 取引先さんやステークホルダーへの質問票のひな型 

 社内教育ツールやステークホルダーダイアログの支援 

その他、セミナー

についてのご感

想、ご意見をお聞

かせください。 

 ご説明がわかりやすく、自分が職場内やクライアントに伝えるときに悩ま

しかったところが解消されました。 

 ビジネスと人権の関わりについて、その背景とどのような問題があるの

か、例を挙げて頂いて、非常に分かりやすかったと思います。 

 プレゼン部分のみならず後半のワークショップを開示していただきわか

りやすかった。参加しやすい設計だった。セミナー構成として、全体論か

らサプライチェーンに特化する流れがよかった。うまく理解しやすい仕掛

けとなっていたと感じる。 

 各社が関心を持っていること、SAQ などの対応を多くの企業が実施して

いることが分かり良かった。自社が立ち遅れていないことを確認できた。 

 社労士が対応するのはサプライチェーン末端の小企業が多い。発注元（T

２，Ｔ3 など含めて）の本課題の正確な理解と、協業・支援の姿勢を、行

政や業界で十分啓発して欲しい。 

 人権尊重に取り組んでいる会社が多くいる事を感じられたと共に、各社と

も取組みに試行錯誤しており、自社だけではなく難しい課題という事が理

解できました 

 人権リスクは、各社共通の課題なので、ぜひ色々な団体で連携、整合確認

などできればと思います。 

 

４．事業報告書の作成 

 本事業の実施事項をとりまとめ、本事業報告書を作成した。 



“ビジネスと人権”の取組みと実務対応

2025年2月

弁護士 梅津英明

森・濱田松本法律事務所外国法共同事業

サプライチェーン等における人権尊重の取組推進セミナー

～中小企業と大企業の協働の取組み～
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ビジネス？人権？

⚫ 「人権」は国が侵害するかどうかの問題であり、民間企業が侵害したり守ったり

するものではないのではないか？「人権」を守るのは国の仕事では？

⚫ 「人権」問題というのは、昔からずっとあった話で、今、急に現れてきたような

問題でもないのではないか？これには、ウクライナの戦争や中東情勢、米中

政治対立、経済安全保障の議論など、海外の議論が影響しているのか？

⚫ 自分のグループ会社ならまだしも、なぜ、サプライチェーンまで問題になるの

か。しかも1次サプライヤーならまだしも、2次・3次サプライヤーにまで気に

して対応する必要があるなど、行き過ぎでは？

⚫ 中小企業だと、人員も足りないし、コストを掛けることもできない。そもそ

も労働安全衛生などは普段から対応しているので、それで足りる話で、敢え

て大上段に構えて「人権」等という必要はないのではないか？

答えは一面でYESかもしれないが、他方で、全てNOでもある…
それが「ビジネスと人権」の世界
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本日の内容

1. ビジネスと人権を巡る潮流

2. ビジネスと人権の基礎ーソフトローとハードロー

3. ビジネスと人権の取組みの全体像

4. 中小企業と大企業との協働に向けて

5. まとめ
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日本企業にとって「潮目が完全に変わった」のはなぜか

⚫ ESG投資は従来「E」が中心だったー「S」への課題意識

⚫ 新型コロナウイルスのパンデミックは、社会的に脆弱な立場にある者の人権
がいかに侵害されやすいかを露わに（日本では外国人技能実習生・外国人労
働者の問題も深刻に）

⚫ 日本においても、芸能界やメディアにおける人権問題、製造業を中心とした
アジアサプライチェーンでの移民労働者の問題等、深刻な問題が生じており、
また、企業の存続を左右するような大きな問題となっている

⚫ 欧州等の諸外国における積極的な立法化の動き。特に欧州における企業サス
テナビリティデューデリジェンス指令（CSDDD）は欧州企業のみならず欧
州取引をする企業へのインパクトが大きく、また、米国のウイグル強制労働
防止法（UFLPA)・EUの強制労働産品上市等禁止規則の影響も大きい

⚫ 日本政府も2022年9月人権DDのガイドライン、2023年4月にその実務参照資
料（手引書）を公表。農水省や厚労省等も手引きやチェックブックを作成

取組みを進めている会社が「進んでいる」と言われる時代から、

取組みをしていない会社が「遅れている」と言われる時代へ
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日本政府の人権DDガイドラインと実務参照資料の公表

⚫ 日本政府ガイドラインを2022年9月13日に公表

⚫ 日本政府ガイドラインに沿って①人権方針の策定・公表、②負の影響の

特定・評価を行う際の実務参照資料を2023年4月4日に公表

https://www.meti.go.jp/press/2023/04/20230404002/20230404002-1.pdfhttps://www.meti.go.jp/press/2022/09/20220913003/20220913003-a.pdf
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例えば、日本の基幹産業の自動車産業でも指摘が増えている

2024年2月1日付の
HRWのレポート

（出典）
https://www.hrw.org/ja/
news/2024/02/01/china
-carmakers-implicated-
uyghur-forced-labor

2022年12月公表 出典：https://www.shu.ac.uk/helena-kennedy-centre-international-
justice/research-and-projects/all-projects/driving-force
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国連ビジネスと人権に関する指導原則（UNGP）

⚫ これまで「国際人権」は主に国家と市民との関係を規律するものとされてきた

⚫ しかし、企業の社会・人々に及ぼす影響力が大きくなるにつれ、その活動を

規律し、負のインパクトを防ぐための国際的なルールが必要という声が

高まってきた

⚫ 2011年国連人権理事会で全会一致で承認

– 企業が、国際人権章典（世界人権宣言等）、

ILO中核的労働基準をはじめとする国際人権基準を

尊重する責任を負うことが初めて明記された

– あくまでソフトローであり、これだけで直接的な

法的効力は生じない

– 日本語翻訳版もある

https://www.unic.or.jp/texts_audiovisual/resolutions_reports/hr_

council/ga_regular_session/3404/
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各国法の主な動き（ハードロー化、開示規制→行為規制、貿易規制へ）

⚫ コンゴ紛争鉱物に関する開示規制（米国ドッド・フランク法）（2012年施行）

⚫ 米国カルフォルニア州におけるサプライチェーンにおける透明性を確保する法律（トランスペア
レンシー法。2012年施行）

⚫ 英国現代奴隷法（2015年施行）⇒改正法案が審議中

⚫ 米国2015年貿易円滑化及び権利行使に関する法律（2016年施行）

⚫ フランスにおける（人権・環境リスクに対する）注意義務法（2017年施行）

⚫ オーストラリア現代奴隷法制定（2019年施行）

⚫ オランダ児童労働デュー・ディリジェンスに関する法律（施行未定）

⚫ ドイツ「デュー・ディリジェンス法」（2021年6月成立・2023年1月施行（2024年1月強化）

⚫ ノルウェーにおける透明性法（2022年成立）

⚫ カナダ「サプライチェーンにおける強制労働・児童労働の防止に関する法律」（2023年）

⚫ EU「コーポレート・サステイナビリティ・デューデリジェンスに関する指令（CSDDD）」の制定
（2024年5月採択）

⚫ 米国・EU等の人権を理由とした経済制裁・輸出入規制等（ウイグル・ミャンマー等）

⚫ 米国のウイグル強制労働防止法（2022年6月施行）

⚫ 米国「テロ防止のための税関・産業界パートナーシップ（CTPAT）」において強制労働要件
厳格化（2022年8月・11月）

⚫ EUの強制労働産品上市等禁止規則（2024年11月採択）

⚫ EU電池規則においても人権の観点からのDDの要請（2023年8月発効）

⚫ 韓国においても環境・人権DD法の法案審議中（2023年～）
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「ビジネスと人権」で求められる取組みの全体像

（出典）経済産業省「『責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン』策定の背景と概要」
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人権DD（デュー・ディリジェンス）とは？

⚫ 人権DDの基本的な発想

– DDといっても、一回的ではなく、継続的な取組み

⚫ 自社内や取引先等の実態把握・負の影響評価

– 直接の取引先のみならず、間接的な取引先等まで把握

– 初期的な課題（リスク）の高低判断を行ったうえで、質問票・インタビュー・訪問・対話

等による把握

– まず、人権課題の多い領域を特定し、優先順位・ロードマップの策定

⚫ 人権DDの結果から “具体的な改善”に繋げることが重要

出典：OECD

「責任ある企業行動のためのデュー・
ディリジェンス・ガイダンス」

“終わりなき旅”
の始まり
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（参考資料）実務参照資料：負の影響（人権侵害リスク）の特定・評価

• あくまで「人権リスク」
（人権に与える深刻度）
に基づいて優先順位をつ
ける！

• 会社に与える影響の大き
さではない
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人権の具体的内容

⚫人権の種類は多岐にわたる。
右に記載されたものに限ら
れない

⚫それぞれの権利について、
自社・自社グループの従業
員だけでなく、サプライ
ヤー（上流）や顧客（下
流）においても問題となる

⚫具体的にイメージして、当
てはめて考えてみる

どの会社・どの部署で
も問題になる事象が存
在するはずである。
自社の現場においては
何が問題となるか？

https://www.moj.go.jp/content/001417137.pdf
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グリーバンスメカニズム（救済メカニズム）

⚫グリーバンスメカニズムは、3本柱の一つであり、人権DDとセッ

トで重要

⚫いかにして、自社グループのみならず、サプライヤー・取引先等の

先にいる人権侵害の“被害者”（自社からは見えない潜在的な被害

者）にアクセスするか

⚫特に、人権デュー・ディリジェンスが十分にできていない間は、自

社・サプライチェーン等の現場から声をあげてもらって、その声を

真摯に聞き、対応することが極めて重要

⚫他方で、一社において効果的なグリーバンスメカニズムを構築する

ことには困難も多く、現在、日本企業社会全体としての取組みが求

められている面もある

→外部団体が提供する救済メカニズムを利用することもあり得る
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■中小企業の立場からの悩みとその対応

⚫ これは何のためにやっているのか、わざわざコストをかけてやる必要があるのか？大企
業が自分でやればよいのではないか？

― 中小企業にとっても「従業員とその家族を大切にする」「地域を大切にする」といったことは重
要であるはず。実はビジネスと人権の取組みもその延長線上とも言える

― 確かに中小企業だけで行うことは難しい面もある。大企業や取引先等と協働しながら行う（＝助
けてもらう）ことも十分にあり得るし、むしろそれが求められている

⚫ 中小企業は人員が圧倒的に足りない。「ビジネスと人権」の取組みは膨大であり、およ
そこんなことをできる気がしない

― 最初から人員を十分に避けている企業などない（大企業でも人は足りていない）。まずは一人で
も明確な役割を決めて活動を開始することが重要

― 「ビジネスと人権」の取組みを十分にできている企業などほとんどない（大企業でもできていな
い）。今あるリソースの中で、優先順位をつけて対応することが重要

― 優先順位は、「経営リスク」ではなく「人権リスク」の高いものが優先。すなわち、最も人権課
題が深刻になる可能性のあるところにフォーカスを絞り、対応を進めてみることが重要

― “人権方針”を作ることで社内の温度感の差が浮き彫りになり、議論の良いきっかけになることも

⚫ 膨大なアンケートを要求されたり、書類ばかり作らされる

― 確かにアンケートに回答したり、書類を作ること自体が目的ではない。大企業側にもしっかり要

求して、今回のSAQのように統一フォームを使うなどして効率化し、むしろ、社内の対話やサプ

ライヤーへの対話・訪問などの実質的な取組に力を割くことが重要

中小企業の立場から
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■大企業の立場からの悩みとその対応

⚫ 中小企業に人権の取組みを依頼したり、アンケートの依頼を行っても、きちんと対応し
てくれず、人権の取組みのスピードも遅い

― 中小企業が圧倒的に人員が不足していることを大企業側も認識する必要がある。大企業側でも人
員が足りていないと思われるが、それよりもはるかに事態は厳しい

― 大企業の取引先と同じような質問シートを送って対応してもらうことはそもそも現実的ではない
（また、中堅企業に送っているものと同じものを小規模企業に送っても対応できない）

― なるべく中小企業の作業の効率化を図ったり（今回のSAQシートのようなシートの統一化・効率
化も重要）、大企業側からの依頼にも優先順位付けが極めて重要

⚫ 中小企業の実態が見えない。どのようにエンゲージしてよいかわからない

― 具体的な対話の重要性。全てはできないが、優先順位をつけて、具体的な対話、具体的な訪問を
してみることも重要。大企業側から手を差し伸べていかないと、中小企業側から積極的に情報が
提供されるということは現実的には期待しにくい（中小企業は大企業よりも更に人手不足）

― 大企業から“要求”するだけでなく、“協働”する／“支援”するという発想も必要になってくる。中
小企業で人権の取組みが十分に進まないことは翻って大企業側の問題にもなるため、大企業側が
コストを掛ける必要性・合理性もある（むしろ、グローバルでの議論は、今はそれが主流に）

⚫ 中小企業に要求していくことは、競争法上の問題はないのか

― 真の目的がビジネスと人権の取組みのためであり、そのために合理的な要請であるか

― 上記のとおり、一方的に押し付けるのではなく、価格面も含めて中小企業側と真摯な対話・合意

等が必要

大企業の立場から
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■Key Takeaway

⚫ 「ビジネスと人権」の取組みは、終わりなき旅

⚫ 最初からすべてを行うことはそもそもできない。思い切って優先順位をつけ

て、現状の人員の中で可能な範囲で少しでも対応を始めることが重要

⚫ 優先順位は、「経営リスク」ではなく「人権リスク」を軸に考える

⚫ 「何をやればよいか」（形式）という発想から、「どうやれば解決するか」

（実質）の発想で、実際に人権課題が見えているもの（人権課題がある可能

性の高いもの）を優先して、解決することを目指す

⚫ 大企業側は、中小企業側の実態を十分認識する必要。要請をいくら強めても、

“ない袖は振れない”のであり、できないものできない。大企業から“要求”する

だけでなく、“協働”する／“支援”するという発想も必要に

まとめ

“一方通行”ではなくて“双方向”に。“要請”ではなく“協働”に。
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サプライチェーンサステナビリティ活動を通じて目指す姿

サプライヤ様との協働・共創を通じてサステナブルなサプライチェーンを実現し社会価値を創造していく
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サプライチェーンサステナビリティの活動フレームワーク

変化の速い社会要請、顧客要請及び有識者からのアドバイスを踏まえ、特に「人権」と「環境」にフォーカス
して取り組みを強化・拡充

NECグループ
調達基本方針

「サプライチェーンにおける責任ある企業行動

ガイドライン」を遵守する旨の宣言書取得活動推進

＊全社マテリアリティＫＰＩ

新規口座開設前のサステナビリティリスク評価

SAQ（Self-Assessment Questionnaire ： 書類点検）調査の

拡充とレイティング評価

人権DD/リスクベースアプローチに基づく実地監査

紛争鉱物調査

SVR（Supplier Visit Record：調達部員がサプライヤ様訪問時に

サステナブル調達の要求事項を点検するNEC独自の取り組み)実施

サステナビリティレポート、統合レポートの発行

 英国現代奴隷法に則った活動進捗の公表

人権ダイアログの開催

紛争鉱物調査結果の公開

戦略サプライチェーンサプライヤ交流会での表彰

SAQ、監査を通じたサプライヤ様との是正、改善活動

苦情処理メカニズムの拡充

人権キャラバン

サプライヤ様向け説明会・教育の実施

CO2削減に向けたサプライヤエンゲージメント
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サプライヤ様に対するガイドラインの周知徹底

＜ガイドラインのポイント＞

➢ JEITAガイドラインをベースとし、行動規範
の順守・推進及び管理体制の構築を要請

➢ 著しい逸脱には是正措置を取り、それでも改
善が見られない場合は取引見直し、重大な
法令・倫理違反の場合は直ちに取引停止する
方針を明記

➢ Tier2サプライヤ様に対する管理・監督及び
ガイドラインの周知徹底・遵守を働きかける
ことを要請 

「サプライチェーンにおける責任ある企業行動ガイドライン」にて、サプライヤ様に対応いただきたい行動
を明文化し、当該ガイドラインの遵守・推進に関する宣言書への署名をサプライヤ様から入手

国内外で調達金額の86%をカバーするサプライヤ様
から宣言書を取得（2023年度実績）
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現在のSPPの取り組み状況

SPP立ち上げに向けて、中小企業を対象にしたSPPトライアルを昨年11月からスタート。3月末の人権
方針策定をゴールに掲げ、経営者の意識啓発、実務者の理解向上等を通じて取り組みを底上げ支援中。

経営者様との対話 実務者への教育 人権方針策定に向けた個社支援

人権に配慮した魅力ある職場作り
↓
優秀人材の確保、リテンション
↓
持続的な企業競争力強化

人権尊重の取り組みが中小企業の働き方改革・人的資本強化へ

「労働時間の適正管理」「長時間労働防止」「職場環境の改善」など広
義の人権に関する取り組みが働き方改革や人的資本の強化に寄与

引用先：働き方改革のポイントをチェック！ | 働き方改革特設サイト | 厚生労働省 
(mhlw.go.jp)

SPPトライアルの活動概要

Step1 Step2 Step3

人権方針策定・社外公開

Goal































































帝人フロンティアのCSR調達

2025年2月21日

帝人フロンティア株式会社

環境安全・品質保証部長 塚本 亮二



内容

1. 帝人フロンティアについて

2. 帝人フロンティアのCSR調達活動

① 自社グループでの取り組み

② サプライチェーンへの取り組み











4.教育・研修
本方針がすべての事業活動に組み込まれ、効果的に実行されるよう、私たちは帝人フロンティアグループの役員・社
員に対し、適切な教育・研修を行います。

5.人権デューディリジェンス
私たちは、人権デューディリジェンスの仕組みを構築し、継続的に実施することにより、人権に対する負の影響およびそ
のリスクを把握して、その防止および軽減を図ります。

6.救済
私たちは、直接的あるいは間接的を問わず、人権に対する負の影響に関与あるいは加担していることが判明した場
合、関係者と対話し、適切な手続きを通じて救済に取り組みます。

7.情報開示・対話
私たちは、人権尊重の取り組みについて、ウェブサイトなどで開示し、
その内容についてステークホルダーと対話します。







⚫ 新入社員などを対象として、グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン（GCNJ）が提供する
「Game of Choice」を活用したワークショップを実施しています。

① ワークショップ（若手社員向け）

GCNJ「CSR調達お役立ちシリーズ」より引用

参加者は企業や消費者、
Tier1サプライヤーなどサ
プライチェーンの様々な
キャラクターの役割を演じ
ます。

そして、Tier2サプライヤーで
発生する事件に対して、企
業を中心としたキャラクターが
それぞれの立場で選択を行
い、参加者全員で討議する
ゲームです。





⚫ 総合職以上の全社員を対象として、Eラーニングによる研修を行っています。

⚫ コンテンツは初級・中級・上級・人権方針の全27セッションで構成されており、その内容はCSR/
サステナビリティ全般、労働人権、環境問題や当社の人権方針の解説など多岐にわたっています。

⚫ 各セッションのスライドで学んだのちに確認テストを受講して修了となります。

③ Eラーニング





⑤ 外国人技能実習生への対応

現地送り出し機関 日本の監理団体 受入企業 実習生本人

高額な手数料・保証金等
の徴収（借金）

法令に定められていない規
則の誓約書、契約書の締
結

最低賃金以下の賃金 失踪（悪質なブローカーに
よる斡旋）

違約金の徴収（補償金の
徴収）

パスポートの没収 パスポートの没収 窃盗などの犯罪（低賃金
が理由？）

ブローカーの介在 違約金の徴収 日本人と異なる労働条件・
差別

近隣住民とのトラブル（ゴミ
出しルール等）

雇用契約書、技能実習制
度の説明不足

給与からの不明瞭な控除

実習生は多少の借金をしても早期に返済できると勘違いして来日（悪質ブローカー介在）

「高額な手数料 → 借金 → 想定外の低賃金 → 失踪 → パスポート没収」 の悪循環

ⅰ．現状の外国人技能実習生に関する主な問題点



ⅱ．ゼロフィーへの取り組み

⚫ 帝人フロンティアのグループ会社では2019年度から手数料を受け入れ企業が負担する 「ゼロ
フィー・プロジェクト」 を実施しています。今後サプライチェーン全体に広まることを期待しています。

◇ゼロフィー採用実習生の生の声

日本に来た感想 ・とても嬉しかった ・日本はきれいで人は優しい ・自由に行動できる ・会社の人は親
切 ・冬はとても寒い

仕事や収入の満足度 ・満足している ・仕事内容は変わってほしくない ・給料は十分で仕事内容もすぐに理解
できた ・期待以上の収入を得ている

日常生活の満足度 ・生活には慣れたが日本語は難しい ・休日はゆっくりしている ・満足しているが階段の上
り下りが大変 ・2人部屋はやや不自由 ・部屋は広くて満足 ・部屋の設備は素晴らしい

⚫ それまではグループ内各社が独自に監理団体を選定してい
ましたが、信頼のおける監理団体に一元化しました。来日
した実習生には母国で手数料を支払っていないことを文書
で確認しています。 注）手数料は帝人フロンティアではなく、

グループ会社が負担しています。





■基本方針

差別の禁止 労働時間と休日の付与

強制労働の禁止 結社の自由と団体交渉権の尊重

児童労働の禁止 懲戒の禁止

若年労働者の保護 健康と安全への配慮

移民労働者・移住労働者・外国人労働者の保護 環境面での要求

報酬と福利厚生の付与 腐敗防止・倫理的取引

⚫ 本基準書では、まず以下12の基本方針を提示しています。

⚫ 次に、基本方針の法的根拠を説明するとともに、より具体的な事例を紹介しています。
⚫ さらに、外国人労働者や環境配慮活動など特化した領域に対する指針を明確化しています。





② CSR実態調査とフォローアップ

⚫ 当社では、国内外の調達先様の一部を対象にCSR関連の実態調査を実施しています。（現
在は主に国内は外国人技能実習生を採用する会社、海外ではアジアの縫製工場を対象）

⚫ 主な調査内容は就業規則、労働時間管理、給与管理、職場の安全衛生管理、環境保全活
動、従業員インタビューなどについて、可能な範囲で調査させて頂き、リモート（オンライン）でも
対応しています。

年度 2018-20 2021 2022 2023 2024※ 計

国内 31社 3社 3社 0社 3社 40社

海外 42社 12社 10社 19社 12社 95社

実態調査の実績

⚫ CSR実態調査により確認された問題については、調達先様の状況を踏まえた上で、対応にあた
らせていただいています。

※2024/12まで



③ サプライチェーンCSRセミナー

⚫ 帝人フロンティアでは、当社の理念にご賛同頂くために、毎年
国内外でサプライチェーンCSRセミナーを開催しています。

⚫ 国内は2020年度からオンライン形式でのウェビナーを開催し
ており、昨年度は約130社200名程にご参加頂きました。

⚫ これまで国内では当社のコンサルタントと当社社員によるプレ
ゼンでしたが、今年度からは社外の有識者などにも講演を依
頼することにしました。

⚫ ベトナムでは2022年度から現地開催を再開しています。

ベトナムセミナーの様子

年度 日本 ベトナム 中国 その他
2014-17 － 5回(現地) － ミャンマー1回(現地)

2018 － 1回(現地) 1回(現地) －
2019 5回(現地) 1回(現地) 1回(現地) －
2020 2回(ｵﾝﾗｲﾝ) 1回(ｵﾝﾗｲﾝ) 1回(ｵﾝﾗｲﾝ) ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ1回(ｵﾝﾗｲﾝ)
2021 1回(ｵﾝﾗｲﾝ) 1回(ｵﾝﾗｲﾝ) 1回(ｵﾝﾗｲﾝ) －
2022 1回(ｵﾝﾗｲﾝ) 1回(現地) 1回(ｵﾝﾗｲﾝ) －
2023 1回(ｵﾝﾗｲﾝ) 1回(現地) 1回(ｵﾝﾗｲﾝ) －
2024 1回(ｵﾝﾗｲﾝ) 1回(現地) (予定) ミャンマー1回(ｵﾝﾗｲﾝ)

これまでの開催実績



④ 苦情処理メカニズム

⚫ 当社では、自社グループの役員・社員を対象とした内部通報制度を既に構築しています。

⚫ 当初は日本国内に限定していましたが、現在は中国や東南アジアなどグローバルで展開していま
す。

⚫ これまでサプライチェーンを対象とした通報制度はありませんでしたが、2025年度中を目途に新た
にサプライチェーンを対象とした苦情処理メカニズムの導入を計画しています。

⚫ まずは日本の他、中国など一部の国を対象として開始し、その後対象国を拡大していく予定です。



ご清聴ありがとうございました。



本日のアジェンダ

1. 開会のあいさつ

2. 本日の流れのご説明

3. 人権尊重の取組のトレンドや全体像の解説

 ・森・濱田松本法律事務所 パートナー 梅津英明氏

4. 企業による人権尊重の取組紹介

 ・帝人フロンティア株式会社 環境安全・品質保証部長 塚本亮二氏

～休憩～

5. 企業が取引先の取組状況を確認するために用いる質問票についての解説

6. モデル質問票を用いたワークショップ・参加者意見交換

7. 質疑応答
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人権尊重の取組の全体像

13

• 企業には、企業活動における人権侵害等の防止・軽減・救済を目的とした人権
尊重の取組に最大限努めることが求められています。

• 人権尊重の取組は、人権方針の策定、人権デュー・ディリジェンス（人権DD）、
救済から構成されます。また、その全てにおいてステークホルダーとの対話が
重要とされています。

人権尊重の取組の全体像

※ 経済産業省「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン〈ダイジェスト〉」より抜粋













モデル質問票について
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• 調査を踏まえて特に企業の関心が特に高いと考えられる項目について、共通する
質問事項をモデル質問票（セミナー用暫定版）という形で取りまとめました

• 今後の取組を検討したり、取引先からの求めに応じて状況を報告できるよう、
モデル質問票を活用して、自社の現状について整理をしましょう

活用場面

主な対象者

主な内容

• 人権尊重の取組において、特に関心が高い項目について、
自社の取組状況を整理し、今後の取組の参考とする

• 取引先からの求めに応じて取組状況を報告できるよう、
現状を整理する

企業等で人権関連に携わる担当者や実務者

※ 本セミナーで用いるモデル質問票は、調査を踏まえて特に企業の関心が高いと考えられる項目を整理
した暫定的なセミナー用資料であり、全ての人権リスクを網羅したものではなく、これさえ確認すれば
良いものではありません。企業の業種や状況に応じてより詳細な確認や分析が必要になります。





本日のアジェンダ
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1. 開会のあいさつ

2. 本日の流れのご説明

3. 人権尊重の取組のトレンドや全体像の解説

 ・森・濱田松本法律事務所 パートナー 梅津英明氏

4. 企業による人権尊重の取組紹介

 ・帝人フロンティア株式会社 環境安全・品質保証部長 塚本亮二氏

～休憩～

5. 企業が取引先の取組状況を確認するために用いる質問票についての解説

6. モデル質問票を用いたワークショップ・参加者意見交換

7. 質疑応答



ワークショップの進め方
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• 個人ワークでは、モデル質問票に回答し、「人権尊重の取組」の現状と課題を
整理します

• 小グループでの議論を踏まえ、今後の取組を検討します。その後、全体で共有し、
議論を深めます

小
グ
ル
ー
プ

で
の
議
論

• 課題への対応策について、他の参加者の取組事例
を参考にしたり、他の参加者と議論して検討する

• 検討した内容をワークシートのStep２に記載する

自己紹介・ワーク共有

議論

個
人
ワ
ー
ク

モデル質問票に回答する

ワークシートに記入する

全
体
で
の
議
論

小グループでの議論共有

議論

10分

5分

8分

7分

6分

9分

• 自己紹介・ワークの内容を小グループで共有

• モデル質問票への回答を踏まえ、ワークシートの
Step１に取り組む

• モデル質問票に回答する

• 小グループで議論した内容を全体に共有する

• 各グループの議論内容を深堀する
（ディスカッション）

※ 小グループでの議論は、対面会場のみで実施します。オンライン配信は15：50（全体での議論）から再開します。
オンラインでご参加のみなさまは、個人ワークの時間としていただけますと幸いです。



ワークシート

• Step１：SAQへの回答を踏まえて、自社の「人権尊重の取組」の現状と課題を整理してください
• Step２：グループ・全体での議論を踏まえて、自社で取り組みたいことを「今後の取組」に記入してください
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Step１：「人権尊重の取組」の現状と課題の整理

①取り組んでいることに〇をつけてください 詳細（任意で記入）

現状

① 人権尊重の方針の策定・公表

② 人権尊重の取組の体制の整備

③ 人権リスクを特定するための取組

④ 苦情処理メカニズムの整備

⑤ 強制労働

⑤ 外国人労働者の権利

⑥ 児童労働

⑦ 労働安全衛生

⑧ 結社の自由、団体交渉権

⑨ 労働者に対する不当な取り扱い

⑩ その他 (                 )

②課題があると感じる取組やリスクに〇をつけてください 詳細（任意で記入）

課題

① 人権尊重の方針の策定・公表

② 人権尊重の取組の体制の整備

③ 人権リスクを特定するための取組

④ 苦情処理メカニズムの整備

⑤ 強制労働

⑤ 外国人労働者の権利

⑥ 児童労働

⑦ 労働安全衛生

⑧ 結社の自由、団体交渉権

⑨ 労働者に対する不当な取り扱い

⑩ その他 (                 )

Step２：グループ・全体での議論を踏まえた、今後の取組の整理

今後
の
取組







本日のアジェンダ
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1. 開会のあいさつ

2. 本日の流れのご説明

3. 人権尊重の取組のトレンドや全体像の解説

 ・森・濱田松本法律事務所 パートナー 梅津英明氏

4. 企業による人権尊重の取組紹介

 ・帝人フロンティア株式会社 環境安全・品質保証部長 塚本亮二氏

～休憩～

5. 企業が取引先の取組状況を確認するために用いる質問票についての解説

6. モデル質問票を用いたワークショップ・参加者意見交換

7. 質疑応答



「人権尊重の取組」に関する参考情報のご紹介
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• 経済産業省のホームページでは、人権を巡ってバリューチェーン上で生じうる様々な事態に
日本企業が適切に対応するための助けとなるよう、「ビジネスと人権」をめぐる国際的な
フレームワークや、日本の取組、イベント情報、関連リンク等を紹介しています

ビジネスと人権～責任あるバリューチェーンに向けて～
https://www.meti.go.jp/policy/economy/business-

jinken/index.html



「人権尊重の取組」に関する参考資料のご紹介 １/２
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• 様々な参考資料において、「人権尊重の取組」について、解説や事例等が紹介されています。
• 自社のお悩みに合った資料をご活用ください。

国連指導原則、OECD 多国籍企業行動指針及び ILO 多国籍企業宣言をはじめとする国際スタン
ダードを踏まえ、企業に求められる人権尊重の取組について解説しています。
https://www.meti.go.jp/press/2022/09/20220913003/20220913003-a.pdf

責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン

責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドラインのダイジェスト版です。要点を簡潔に
解説しています。
https://www.meti.go.jp/policy/economy/business-jinken/pamphletjapanese.pdf

経済産業省 責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン〈ダイジェスト〉

「人権尊重の取組」における「人権方針の策定」や人権デュー・ディリジェンスの最初のステップである「人権
への負の影響の特定・評価」について、検討すべきポイントや実施フローの例を紹介しています。
https://www.meti.go.jp/press/2023/04/20230404002/20230404002-1.pdf

経済産業省 責任あるサプライチェーン等における人権尊重のための実務参照資料

「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」に基づき、、「ビジネスと人権」への取り
組みのポイントを紹介しています。
https://www.jetro.go.jp/ext images/world/scm hrm/pdf/202401.pdf

日本貿易振興機構 「ビジネスと人権」早わかりガイド



「人権尊重の取組」に関する参考資料のご紹介 ２/２
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• 様々な参考資料において、「人権尊重の取組」について、解説や事例等が紹介されています。
• 自社のお悩みに合った資料をご活用ください。

責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドラインで示された内容について、食品産業
（主に食品製造業）における取組のポイントを解説し、様式例や実践例を紹介しています。
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/kokusaihan/attach/pdf/jinkentebiki-9.pdf

農林水産省 食品企業向け人権尊重の取組のための手引き

企業が配慮すべき主要な人権リスク類型とその内容・近年の動向や企業による人権尊重への取組の
進め方について解説しています。
https://www.moj.go.jp/content/001417137.pdf

法務省 今企業に求められる「ビジネスと人権」への対応(「ビジネスと人権に関する調査研究」報告書)

労働分野において尊重すべき人権とされる国際労働基準の５つの重点分野について理解を高めるための
基礎的なチェック項目を整理しています。
https://www.mhlw.go.jp/content/10500000/001321164.pdf

厚生労働省 労働におけるビジネスと人権チェックブック

「人権尊重の取組」を行う企業の事例を紹介しています。

https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100230712.pdf

外務省 「ビジネスと人権」に関する取組事例集



 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業省委託 サプライチェーン等における人権尊重の取組推進セミナー 

モデル質問票 
  

本モデル質問票は、本調査事業における結果を踏まえて特に企業の関心が高いと考えられる項目を整理した暫定的な 

セミナー用資料であり、全ての人権リスクを網羅したものではなく、これさえ確認すれば良いものではありません。 

企業の業種や状況に応じてより詳細な確認や分析が必要になります。 

セミナー資料 















ワークシート

• Step１：SAQへの回答を踏まえて、自社の「人権尊重の取組」の現状と課題を整理してください
• Step２：グループ・全体での議論を踏まえて、自社で取り組みたいことを「今後の取組」に記入してください

1

Step１：「人権尊重の取組」の現状と課題の整理

①取り組んでいることに〇をつけてください 詳細（任意で記入）

現状

① 人権尊重の方針の策定・公表

② 人権尊重の取組の体制の整備

③ 人権リスクを特定するための取組

④ 苦情処理メカニズムの整備

⑤ 強制労働

⑤ 外国人労働者の権利

⑥ 児童労働

⑦ 労働安全衛生

⑧ 結社の自由、団体交渉権

⑨ 労働者に対する不当な取り扱い

⑩ その他 (                 )

②課題があると感じる取組やリスクに〇をつけてください 詳細（任意で記入）

課題

① 人権尊重の方針の策定・公表

② 人権尊重の取組の体制の整備

③ 人権リスクを特定するための取組

④ 苦情処理メカニズムの整備

⑤ 強制労働

⑤ 外国人労働者の権利

⑥ 児童労働

⑦ 労働安全衛生

⑧ 結社の自由、団体交渉権

⑨ 労働者に対する不当な取り扱い

⑩ その他 (                 )

Step２：グループ・全体での議論を踏まえた、今後の取組の整理

今後
の
取組






